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要約 

医療崩壊が止まらない。救急患者、妊婦のたらい回しが後を絶たず、激務によって医師の

過労死、自殺、退職が相次ぎ、医師が去ったことで診療科の休止や病院の閉鎖の問題が起こ

っている。日本の医療はまさに崩壊の危機に瀕しているのである。 
これらの問題を引き起こしている最大の原因は深刻な医師不足にある。OECD の平均医
師数が 1000人当たり 3.1人なのに対し、日本の医師数は 1000人当たり 2.1人にとどまり、
日本の医療現場は人手不足によって疲弊しきっている。人手不足を解消するため、各病院が

医師の確保に向けて動いてはいるが、この医師不足は全国規模で起きているため、行政の助

力を以ってしても医師の確保が非常に困難なのが現状である。そのため、医師の計画的な養

成による医師の絶対数の増加が不可欠であるが、十分な医師数を満たすまでの医師の養成に

は数十年単位の非常に長い時間を要することとなる。しかし、既に表面化している医療崩壊

の現状を見れば、今の日本の医療にそれを待っている余裕がないことは火を見るよりも明ら

かである。当然ながら計画的な医師の養成はそれとして必要であるが、医師不足の中で深刻

化していく医療崩壊を食い止めるためには、限りある医療資源をいかに効率的に提供するか

といった視点からこの問題にアプローチしていかなければならない。そのためには、「医療

連携」という概念が不可欠であり、医療連携をいかにして推進するかということが医療崩壊

を食い止め、ひいては地域医療の再建を左右すると言っても過言ではない。 
事態をここまで悪化させた日本の医療政策の問題点を考えたとき、まず挙げられるのが医

療費抑制政策である。これは 1980年代に、今後医療費が膨らみ続ければ国家の財政を圧迫
し、国家そのものが破綻するという医療費亡国論が「社会保険旬報」に掲載されたことに端

を発する。そこから、政府は医療費抑制のため医学部の定員削減という政策を約 20年に亘
って行ってきた。現在の医師不足の原因もこの医療費抑制政策としての医学部定員削減にあ

る。2008年にようやく医学部定員の増加に政策を転換したが、もはや焼け石に水であり、
方針転換が遅すぎると言わざるを得ない。医療費の抑制については、今日においても国家の

財政難を背景に診療報酬の引き下げという形で進められており、そのことが病院の経営を圧

迫し、医療崩壊に更なる拍車をかけている。 
 また、地方自治体の財政難を背景に自治体病院改革が行われている。自治体病院の約 90%
が毎年赤字を計上しており、その累積赤字総額は 2006年度末で 1兆 8500億円にものぼる。
慢性的な赤字体質、深刻な累積赤字を考えれば、自治体病院改革は当然必要であるが、今日

の自治体病院改革は経営改善に重点が置かれている。自治体病院は本来、政策医療の担い手

として民間病院が担うことが困難な不採算医療を担うことがその役割とされてきた。その意

味では、赤字を計上することには一定の合理性があり、財務的視点からだけではなく、非財

務的視点からも自治体病院改革が進められるべきである。 
 今後、効率的な医療提供体制を確立するためには、自治体病院に限らず、担うべき役割を

明確にしていくことが重要になる。現在、各都道府県には「保健医療計画」が策定されてい

るが、これには計画的な地域医療体制を確立することによって医療における無秩序をなくす

という目的がある。しかしながら、現実には救急患者のたらい回しや診療科の休止といった

問題が各地で起き、今のところは医療計画が絵に描いた餅であるという部分が否めない。医

療崩壊に対応できない医療計画、説明責任を果たしているとは言い難い今日の行政の姿勢で
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は医療問題は国民にとって不透明なものになり、医療不信、行政不信といった問題を新たに

引き起こすだけである。 
また、地域医療を救うために自発的な医療連携が各地で行われているが、医療の無秩序が

解消されない状況で医療連携が行われることが、地域医療のバランスという観点から見た

時、決して新たな問題を引き起こさないとは限らない。そもそも、医療崩壊が深刻化し、医

療再建に向けて早急に動き出さなければならない今日の現状において誰も明確なイニシア

チブを握らず、包括的な視点がないまま、多くの場合医療現場の危機意識だけで医療連携が

進められているということそのものが深刻な問題である。 
国民の医療に対する信頼を取り戻し、地域医療の再建を推進するには、地域医療に何が不

足していて何が必要なのかを包括的・機能的視点から見つめ直すことが必要である。そのた

めには、各都道府県が明確なイニシアチブを握った上で、域内の医療崩壊の実態を県民に真

摯に伝え、自治体病院･民間病院といった垣根を越えた医療連携体制を確立しなければなら

ない。 
そこで我々は各都道府県に対し、「地域医療包括評価」の構築を提言する。これは、都道

府県のイニシアチブの下、地域医療を機能的側面について包括的に評価するというものであ

る。病院機能評価というものは既に存在するが、効率的な医療の提供にあたっては、病院の

機能、役割は地域医療という枠組みの中で相対的に測られるべきものである。都道府県は域

内の医療の状況を、個々の医療資源の集合として捉えるのではなく、何が足りていないのか、

どこが機能していないのかといった機能的側面から医療の現状を把握し、今後の地域医療の

あり方を再定義しなければならない。「地域医療包括評価」の導入によって不透明な現在の

医療が国民にとってより透明になり、地域医療再建のためのバランスのとれた医療連携に向

けた基盤づくりがなされることを期待している。 
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はじめに 

 照会回数 63回。これは 2007年、日本において救命救急センターに搬送された救急患者
の最大照会回数、世に言う｢救急患者たらい回し｣の最悪のケースである。医療機関への搬送

要請を実質 62回も断られるという常識では考えられないような自体がこの日本で起きてい
る。もちろん、実際には、約 95%の患者が照会回数 3回以内、救急車の現場滞在時間 30分
以内で受け入れ先の病院が決定しており、すべての地域、病院でたらい回しが起きていると

いうわけではない。しかし、医療機関への数十件にも及ぶ照会にも拘らず、受け入れ先が見

つからないまま 2 時間以上も救急車の中で待たされ、そのまま死亡するという悲劇も実際
問題として起こっている。たとえレアケースであれ、これら命の問題が｢運が悪かった｣で済

まされてよいはずがない。 
医療とは本来、どの地域に住んでいようと等しく受けられるものでなければならない。し

かし、このたらい回し問題が示すように、受けられるべき医療が受けられないといった事態

が全国で発生し、地域医療のあり方が問われてきている。内閣府が毎年行っている「国民生

活に関する世論調査」では、「政府に対する要望について」において 2004年から「医療･年
金等の社会保障構造改革」がトップを占めており、このことからも国民の社会保障に対する

期待、関心が高まっていることがわかる。 
しかしながら、政府や地方自治体は救急患者のたらい回しを含め、全国で起きている医療

問題に抜本的な解決策を示せていない。そもそも、救急患者のたらい回しはこれまで政府が

行ってきた医学部定員の削減、医療費の抑制といった医療政策が招いた深刻な医師不足が原

因である。医師不足は病院勤務医の激務といった問題を引き起こし、医師の過労死や診療科

の休止、病院の閉鎖といった医療崩壊に繋がっている。 
 一方で、医療崩壊を止めるために地域や病院は自発的に動き出し、医療の連携によって地

域医療を守ろうとしている。医療崩壊を止めるにはまさにこの医療連携が不可欠である。し

かしながら、政府は医療費抑制政策によって医療崩壊を加速させ、国民は実態の見えてこな

い医療崩壊から医療不信･行政不信に陥っていくという構図の中で、包括的な視点を持たな

い医療連携では地域医療を支えきることは困難である。地域医療を支えるために誰かが明白

なイニシアチブを握り、医療の現状を国民にはっきりと明示することで、医療崩壊を食い止

め、医療再建に向けた基盤づくりを行わなければならない。 
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第1章 医療崩壊の現状 

第1節 表面化する医療崩壊 
今日、「医療崩壊」が全国各地で進み、救急患者のたらい回しや医師の過労死、診療科の

休止や病院の閉鎖が顕在化してきている。 
特に救急患者のたらい回しは深刻であり、2006年に奈良で妊婦がたらい回しにされて亡
くなるという事故が起きたことを発端に大きな社会問題となった。しかし、2007年にも再
び奈良県で妊婦が病院をたらい回しにされた揚句に死産するという事故が起き、東京都にお

いても 2008 年に 9 月、10 月と相次いで妊婦がたらい回しにされるという悲劇が起きてい
る。事態は改善されるどころかますます深刻化しており、救急患者のたらい回しはもはやレ

アケースとして片付けられる問題ではない。全国で早急に解決しなければならない問題であ

る。 
また、診療科の休止や病院の閉鎖も大きな問題である。診療科の休止については、小児科

や産科の休止が多い。これは小児科や産科が病院にとって採算性の低い診療科目であること

に加えて、訴訟リスクが高いことが原因である。2004年に福島県大野病院で妊婦が帝王切
開手術中に死亡する事故が起き、手術を執刀した医師が逮捕されるという事件に発展した３

が、この事件に代表されるように訴訟リスクというものも医療側にとっては大きな問題であ

る。この事件の後大野病院は産科を休止しており、その後全国で産科を休止する病院が相次

いだ。 
病院の閉鎖については、言うまでもなく医療崩壊における最大の問題であり、病院の閉鎖

は地域住民にとっては死活問題に直結する。2008年 9月には、千葉県銚子市立総合病院が
同病院の医師不足と慢性的な経営赤字、市の財政難を理由に診療を休止しているが、このよ

うな状況は決して銚子市立総合病院に限ったことではない。自治体病院の赤字は全国的に見

ても深刻な問題であり、自治体財政が厳しい現状では今後も診療科目の縮小や病院の閉鎖は

続くものと推測される。 

第2節 医療崩壊の原因 
 救急患者のたらい回しは救急医療を担う各病院の当直医不足が主な原因であり、医師の過

労死は人手不足による激務によって引き起こされる。診療科目の休止や病院の閉鎖について

も、該当する診療科目を担当する専門医の不足が診療科の存続を困難にし、患者の受け入れ

の縮小や診療科の休止を招くことで病院の収入減に繋がり、それが結果的に病院の閉鎖を引

き起こす。これらのことから、医療崩壊を引き起こしている最大の原因は深刻な医師不足に

あると言える。 

                                                   
３ 2008年に無罪が確定している。 
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 医師不足はそもそも 1980年代から行われてきた医学部定員削減政策に端を発する。2008
年にようやく医学部定員増加へ方針が転換されたが、20 年以上にわたって医学部定員を減
らし続けた一方で、医療はより高度化し、医療ニーズは高まり続けてきた。現在日本の医師

数は 1000人あたり 2.1人と、OECD平均 3.1人を大きく下回っているが、20年間以上医
学部定員を削減してきたこと、医療の高度化、医療ニーズの高まりによって医師一人当たり

の治療範囲及び業務範囲が拡大したことなどを考慮すると、医師の絶対数不足を根本的に解

決するには数十年単位の時間がかかることが予想される。 

第3節 医師確保の難しさ 
 前節で述べたように、日本の医療には医師の絶対数不足という問題が存在する。また、そ

れを解決するには非常に長い時間を要することとなる。もちろん、医師の計画的な養成は医

療崩壊を止めるためには必要であるが、第一節で述べた通り、医療崩壊の現状は大変深刻で

あり、医師数の充足を待っている余裕はないのである。 
 全国的な医師不足の中で、病院にとって新規の医師確保は困難である。特に、当直勤務等

の問題から開業医に比べて激務とされている病院勤務医の確保及び流出の防止は各都道府

県の政策による助力を以ってしても一向に進まないのが現状である。 

第4節 医療連携という解決策 
 新規の医師確保が困難であり、医師の養成にも長い期間を要することが見込まれている以

上、いかに今ある資源を有効に活用するかが重要な視点となってくる。全国的な医師不足と

いう状況においていかにして医療崩壊を食い止めるかということは、言い換えればいかに効

率的に医療を提供するかということである。 
 効率的な医療の提供を達成するためには病院、医師、看護師といった医療側のアクターの

役割分担をより明確にし、それらを連携させることで効率化を図るという「医療連携」の概

念が重要になる。また、医療連携による医療提供体制の確立にあたっては、当然地域や患者、

国民による理解、協力が必要であるが、いずれにせよ今後の医療崩壊を考える上では医療連

携をいかにして進めるかという論点を避けては通れないだろう。 
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第2章 医療政策の迷走 

第1節 医療崩壊を加速させる医療費抑制政策 
日本は世界最高水準の乳児死亡率の低さを誇り、平均寿命も世界一である。つまり今日の

日本は世界最高レベルの医療を提供しており、その意味では世界で最も成功した医療制度を

誇る国だと言っても過言ではない。 
しかしながら、日本の医療費を諸外国と比較した時、それは決して高い水準にあるわけで

はない。図 1は 2006年度における日本と諸外国の医療費を GDP比で比較したものである。 
 

図 1「医療費対 GDP比の割合(2006)」 
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日本の医療費対 GDP 比は 8.2%と、世界一の医療費大国のアメリカと比べ約半分にとど
まる。OECD主要 7カ国の中では最低であり、OECD加盟 30カ国の中でも 21位と、国際
的に見ても日本の医療費が決して高いわけではないことがわかる。世界最高水準の医療を提

供していることを考慮すれば、むしろ非常に低い水準にあると言える。 
図 2は日本における国民医療費総額の推移をグラフ化したものである。 

 

図 2「日本における国民医療費総額の推移」 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

厚生労働省 平成 18年度国民医療費の概況より作成 
 
日本の一年間の国民医療費総額は約 33兆円(2006年)にものぼり、今後も増加していくこ
とが予想されるが、諸外国と比較すると低い水準にとどまっていることは先に述べた通りで

ある。 
 しかしながら、1983 年の『社会保険旬報４』に、今後も医療費が増加し続ければ医療費
が国家財政を圧迫して財政が破綻するという医療費亡国論が掲載されたことを発端に、政府

は一貫して医療費抑制政策を行ってきた。第 1 章で述べた医学部定員削減政策も医療費抑
制政策の一環であり、その意味では医療崩壊を引き起こした最大の原因は医療費抑制政策に

あるとも言える。 
 
 
 
 
 

                                                   
４ 社会保険研究所刊行 
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図 3は国民医療費における財源別負担率の推移をグラフ化したものである。 
 

図 3 国民医療費における財源別負担率の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

厚生労働省 財源別国民医療費及び構成割合の年次推移より作成 
 
 1984年あたりから国庫負担率は緩やかに減少を続けている一方、患者負担率、地方負担
率は年々増えつつある。これはつまり、医療費における国庫負担の減額分を患者や地方自治

体が肩代わりしてきたということである。 
 また、医療費抑制政策は今日でも国家の財政難を背景に続けられており、医療崩壊を加速

させる要因となっている。具体的な政策としては「診療報酬５」の引き下げである。図 4は
1998年以降の診療報酬の改定率の推移をまとめたものである。 
 

図 4 診療報酬改定率の推移 

 医業経営情報レポートより作成 

                                                   
５医療保険から各医療機関へ支払われる治療費のこと。治療行為ごとに点数が決められており、それを 10倍したもの(一
点単価 10円)が各医療行為の価格となる。その内容は中央社会保険医療審議会で審議され、原則として 2年毎に改定さ
れる。 
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薬価等６については 2008 年まで一貫して引き下げが続き、診療報酬全体で見ても 2000
年にわずかな引き上げがあった以外はマイナス改定が続いている。診療報酬の引き下げは病

院の収入減に直結し、病院経営を悪化させる。 
 
図 5は総収支差が赤字である病院数の割合の推移を示したものである。 
 

図 5 赤字病院数の割合の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

全国公私病院連盟 平成 19年病院運営実態分析調査の概要より作成 
 

診療報酬全体でそれぞれ 2.70%、3.16%の大幅なマイナス改定となった 2002 年、2006
年は赤字病院が特に増加していることがわかる。診療報酬の引き下げは、日本の財政にとっ

ては歳出削減に繋がるが、病院経営には大きな打撃を与え、病院の閉鎖など医療崩壊を加速

させることになるのである。 
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第2節 経営効率化中心の自治体病院改革 
 医療費抑制政策は国家の財政難を背景に行われているが、近年、地方自治体の財政も危機

的状況にある。図 6は自治体病院における赤字病院の割合を示したものである。 
 

図 6 自治体病院における赤字病院の割合の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

全国公私病院連盟 平成 19年病院運営実態分析調査の概要より作成 
 
 グラフからわかるように自治体病院は毎年全体の 9 割近くが赤字経営である。自治体病
院には、病院を運営する各自治体から、経営赤字を補填するために一般会計から繰入金が支

出されることになっている。 
しかしながら、地方自治体の財政が厳しい状況を強いられている昨今、一般会計からの自

治体病院の経営赤字の補填はますます難しくなってきている。また、全国の自治体病院の累

積赤字が 2006年度末で 1兆 8585億円にものぼり、自治体財政を大きく圧迫している。そ
のため、自治体病院の経営改善が、病院を抱える自治体の喫緊の課題となっている。第 1
章でも述べたが、千葉県銚子市の銚子市立総合病院ように市の財政危機から病院へ繰り入れ

が困難になり、医師不足も相俟って病院の休止に踏み切るような事態も発生している。 
そのような状況から 2007年 12月、総務省により「公立病院改革ガイドライン７」が策定
された。策定の趣旨は、地域に必要な医療を安定的に供給するために自治体病院経営の効率

化を図り、持続可能な病院経営を目指すというものである。このガイドラインにより、自治

体病院の経営形態の見直しが進められ、地方独立行政法人化や指定管理者制度の導入、民間

譲渡等が経営効率化の手法として提示されている。 
                                                   
７公立病院改革の推進にあたり策定されたガイドラインで、「第 1 公立病院改革の必要性」、「第 2 地方公共団体に
おける公立病院改革プランの策定」、「第 3 公立病院改革プランの実施状況の点検･評価･公表」、「第 4 公立病院改
革に関する財政措置の概要」から構成されている。 
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第3章 日本の地域医療の問題点 

第1節 自治体病院改革に欠けている視点 
 第 2 章第 2 節では、地方自治体の財政難を背景に進められる自治体病院の経営効率化に
ついて言及した。今節では、それら自治体病院改革に欠けている視点およびそれが引き起こ

しうる問題点について考察する。 
 自治体病院改革は「公立病院改革ガイドライン」に沿って進められており、その目的が地

域に必要な医療を安定的に供給するために自治体病院経営の効率化を図り、持続可能な病院

経営を目指すことにあることは先に述べた通りである。また、医療費抑制政策として行われ

ている診療報酬の引き下げが病院経営に影響を与えていることにも言及したが、この公立病

院改革ガイドラインには診療報酬の引き下げによる自治体病院への影響に関する記載が全

くと言って良い程見られない。つまり、政府は医療費抑制政策の影響によって自治体病院を

含めて医療機関全般の経営が逼迫していることを棚に上げ、経営効率化に重きを置いた病院

改革を進めているのである。 
もちろん、毎年約 9 割の自治体病院が赤字を計上している慢性的な赤字体質であること
を考慮すれば、自治体病院の無駄を省く経営効率化は当然なされるべきものである。しかし

ながら、自治体病院はその本来の存在意義を考慮すれば、一定のやむを得ない赤字を計上す

ることにある種の正当性が付与されるべきである。地方自治体が病院を設立するということ

は、採算性から民間病院に担うことが難しくかつ、地域住民に必要な医療を自治体病院が担

うという目的があり、その意味では決して営利目的に設立されたわけではないことを忘れて

はならない。つまり、自治体病院改革を推進するに当たっては「財務的視点」と同等か、そ

れ以上に「非財務的視点」に着目する必要があるのである。 

第2節 自治体病院の役割とは何か 
自治体病院が担うべき医療、つまり民間病院が採算性から担うことが困難とされている医

療とは具体的に何であるのか。それを考えるにあたっては、自治体病院への一般会計からの

「繰り出し基準」を考えるのが妥当である。 
 地方公営企業法 17条第 2項では繰り出し基準には以下のように定められている。 
 
「第 17条の第 2項 
次に掲げる地方公営企業の経費で政令で定めるものは、地方公共団体の一般会計又は他

の特別会計において、出資、長期の貸付け、負担金の支出その他の方法により負担するも

のとする。  
一  その性質上当該地方公営企業の経営に伴う収入をもつて充てることが適当でない経
費  
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二  当該地方公営企業の性質上能率的な経営を行なつてもなおその経営に伴う収入のみ
をもつて充てることが客観的に困難であると認められる経費 」 
 
 具体的には以下の基準と解釈される８。 
 
病院事業に対する繰り出し基準 
(1) 建設改良に要する経費 
(2) へき地医療の確保に要する経費 
(3) 救急医療に要する経費 
(4) 附属診療所の運営に要する経費 
(5) 結核病院・精神病院の運営に要する経費 
(6) 高度医療等に要する経費 
(7) 附属看護師養成所経費 
(8) 保健衛生活動経費 
(9) 経営基盤強化策に要する経費 
  ①不採算地区病院の運営に要する経費 
  ②経営健全化対策に要する経費 等 
 
要約すると、民間病院が担うことが困難であり、自治体病院が提供すべき医療は、①へき

地医療 ②救急医療 ③高度先進医療 ④結核・精神科等の医療 ⑤不採算地区医療の 5
つに分けられる。 
つまり、これら 5 つの医療分野は政策医療として自治体病院が率先して担わなければな
らないということである。これらの指標に基づき自治体病院は設立されているわけである

が、当然地域性によって必要とされる病院の形態は異なる。 
例えば、病院を都道府県単位で見た時、岩手県のように 27ある県立病院の多くが総合病
院であるというところもあれば、栃木県のように 3 ある県立病院がそれぞれがん、精神、
リハビリといったように特化しているところもある。もちろん、医療の進歩、国民の生活の

あり方の変化に応じて常に必要とされる医療のあり方は変化するため、自治体病院がそのニ

ーズに応え、必要な医療を提供すべき存在であることには変わりはない。 
しかしながら、現実にはその果たすべき役割が必ずしも明確でない自治体病院も多い。民

間病院の中にも地域の医療を率先して担うような大規模病院も存在している今日、民間病院

との間で明確な役割分担が達成されないことは、結果的に地域にとって非効率的な医療の提

供することに繋がりかねない。また、現状の自治体病院は政策医療の担い手という理由にか

こつけて赤字経営を正当化している部分があることも否めない。 
限りある医療資源を効率的に提供するにあたっては、当然自治体病院や民間病院がそれぞ

れの役割を明確にする必要があり、そのためには、単に自治体病院の存続に重きを置いた、

経営効率化による自治体病院改革ではなく、地域に必要な医療を把握、提供しているのかと

いった視点から自治体病院改革を進める必要がある。 

第3節 保健医療計画策定の欠陥 
 現在、各都道府県には「保健医療計画」というものが策定されている。これは、1985年
の第 1 次医療法改革によって、都道府県単位での保健医療計画の策定と 5 年毎の見直しが
義務化されたためである。 

                                                   
８ 小山田惠『自治体病院の役割と改革』p61より 
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 策定の趣旨は以下にまとめられる９。 
① 都道府県ごとの医療圏の設定  
② 必要病床数を算定  
③ 病院間相互の機能特化と連携の推進 
④ 医師、歯科医師、医療従事者の確保 
これらを医療計画として策定することにより、 
① 救急医療 
② 災害時における医療  
③ へき地の医療  
④ 周産期医療  
⑤ 小児医療(救急医療を含む)  
⑥ 都道府県知事が当該都道府県における疾病の発生の状況等に照らして特に必要と認め
る医療  
の確保を図り、医療を提供する側、医療を享受する側に起こりうる無秩序を無くすという

ものである。 
日本では患者から医療機関への受診が基本的にフリーアクセスであるが、地域に係らず等

しく医療を受けるためには、都道府県が各々の地域の医療の現状を把握し、効率的な医療提

供のために一定の計画的な医療機関の配置が必要である。また、医療計画の推進にあたって

は、政策医療１０が重要な手段であり、自治体病院の協力が欠かせないことは言うまでもな

い。これらのことから、都道府県ごとの保健医療計画策定は医療における無秩序を解消し、

また国民が自らの住む都道府県の医療の現状を把握するのに不可欠であると言える。 
しかしながら、第 1 章で述べたように現実的には救急患者のたらい回しや病院の閉鎖な
ど、医療における無秩序は全国で発生しており、その状況は深刻である。これらの医療崩壊

が保健医療計画の不備によって引き起こされたわけではないが、見直しが 5 年ごとにしか
なされていないということを考慮しても、概ね全国の保健医療計画にたらい回しの現状や病

院の閉鎖およびその可能性に関する情報が反映されていないことには疑問が残る。 
また、救急患者の「たらい回し」という表現ひとつとっても、医療機関による悪意ある受

け入れ拒否を連想させるとして医療側からの批判がある。実態としては処置困難１１、ベッ

ド満床等による受け入れ不可能な状態を指すが、このようなマスコミ用語が世間一般に普及

していること自体が行政の国民に対するアカウンタビリティの欠如を露呈しているといっ

ても過言ではない。医療崩壊という国民の生命に直結する最大の問題において、メディアか

らの情報だけがその実態を知る唯一の手段であるという今日の状況では、国民が医療不信・

行政不信に陥ることは致し方ないと言えるのかもしれない。 
これらのことは、都道府県が真に把握すべき情報は何なのか、また、県民に向けた説明責

任は果たされているのかという大きな問題を提起している。 

第4節 医療連携による効率化における懸念 
 第 1章の第 4節で述べたように、実体としての「医療崩壊」に歯止めをかけるためには、
医療連携による効率的な医療提供体制の確立が欠かせない。また、一口に医療連携といって

も、病院間連携や病院と診療所との連携、地域医療を担う拠点病院から地域の病院への医師

派遣、病院の外来への開業医の応援診療などその形態は様々である。実際に医療連携は全国

                                                   
９ 医療法 30条第 4項より 
１０ がん、精神疾患、長寿医療、災害医療、育成医療など 19分野あり、主に公的病院が担うべき医療である。 
１１ 傷病者の症状に対処する設備が整っていない、手術スタッフが不足している等の理由から傷病者への処置が手に負
えない状態を指す。 
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で様々な形で進められており、一定の成果を上げているところも多くある。医療連携の形態

について、地域の実情に合った形を見出すことは非常に重要であり、また地域医療を救うた

めに全国各地で自発的な医療連携が行われていることそれ自体は非常に評価すべきことで

ある。 
 しかしながら、現在の医療連携のあり方に懸念が全く無いわけではない。2006 年 10 月
に日本病院団体協議会が行った「病院経営の現況調査」によると、回答のあった 2790病院
のうち、16%にあたる 439の 2004年度以降何らかの診療科を休止している。図 7は、その
439の病院が休止にした診療科の内訳をグラフ化したものである。 
 

図 7 2004年度以降休止した診療科の内訳 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典:日本病院団体協議会 「病院経営の現況調査」報告 
 
休止した診療科は産婦人科が 71件、小児科が 67件と突出して多く、以下精神科 34件、
耳鼻咽喉科 33件と続く。 
 医療連携によって地域医療の建て直しが図られている一方で、多くの病院が診療科を休止

している。産婦人科、小児科の休止が突出しているのはそれらの診療科が全国的に過剰であ

って、効率化を図るために計画的に減らされているのではない。産婦人科、小児科を担う医

師があまりに不足しすぎたために診療科の存続が難しくなり、またそれらの診療科の不採算

性が病院経営を圧迫したために休止を余儀なくされたためである。 
 今後の自治体病院改革の動向次第によってはさらなる診療科の休止も考えられる。そのよ

うな不安定な状態の中で、明確なイニシアチブのないまま医療連携が進められていくことが

地域医療のバランスという観点において今後新たな問題を引き起こす可能性は否定できな

い。医療連携が地域医療存続のために今考え得る最良の手段だからといって、対症療法的に
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医療連携にすがることは、医療機能の効率化を伴わない「医療連携の形骸化」といった問題

に繋がりかねないのである。 

第5節 医療再建に向けて 
第 3 章で述べてきた日本の地域医療の問題点について整理すると以下のようにまとめら
れる。 
 地方の財政難を背景に進められている自治体病院改革は、自治体財政への負担を軽減し、

かつ病院の廃止といった事態を防ぐといった観点から病院経営の改善に重点が置かれてい

る。その手法として指定管理者の導入、民間委託等も視野に入れられているため、自治体病

院が担うべき不採算分野の切捨てが起こり得ないとは言い切れない。現在の自治体病院の中

には民間病院との機能的役割分担を達成できていないのにも拘らず、自治体立病院の大義名

分にかこつけて慢性的な赤字体質を正当化している部分があるため、そういった意味では自

治体病院改革は必要である。しかし、現在の医療崩壊の現状を考えれば、本来は単なる病院

存続、財政負担の軽減のための経営改善を改革の根拠に据えるべきではない。自治体病院設

立の趣旨に立ち返り、自治体病院が何を担うべきであるか、何を果たしているのか、そして

今後何を果たしうるのかといった機能的側面から自治体病院改革を進める必要がある。 
また、地域医療の機能を維持、発展するにあたり各都道府県が策定している「保健医療計

画」は医療における無秩序解消には非常に重要な役割を果たすものである。しかしながら、

救急医療に限って言えば、現状として首都圏、近畿地方を中心に救急患者、妊婦のたらい回

しといった問題が発生している。また、地域医療を救うために医療連携が各地で行われてい

る一方で病院の閉鎖、診療科の休止が相次ぎ、局面はますます混沌としてきている。そのた

め、国民の医療不信、行政不信は加速しており、今後も不透明で継ぎ接ぎの医療改革を続け

ていけば医療崩壊を食い止めることはできないだろう。医療計画に基づく機能的な地域医療

の確立を達成するためには国、都道府県、医師会、病院、医師、患者といったあらゆるアク

ターが足並みを揃えて医療再建に取り組むべきである。そのためには地域医療において都道

府県が明確なイニシアチブを握り、医療崩壊の実情と地域医療再建に真に必要な情報とを把

握していかなければならない。 
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第4章 政策提言 

第1節 目指すべき地域医療とは 
政策を提言するにあたり、まず目指すべき地域医療の姿について述べる。 
 従来の地域医療はいわゆる「病院完結型医療」中心で成り立っており、診療科の豊富な総

合病院で外来、手術、入院、リハビリなどあらゆる治療過程を完結していた。特に地方では

自治体病院の多くが総合病院であるという県が多いことからも、交通の便が悪い地域にとっ

ては一つの病院で総合的に診療するという形態が主流であり、またその役を自治体病院が主

に担ってきたということがわかる。しかしながら、今日、地域医療を中心的に担うような民

間総合病院も出てきているため、効率的な医療の提供に支障をきたしている。まさに「病院

完結型医療」からの転換期に差し掛かっているということである。 
 そこで、医療崩壊の現状、深刻な医師不足の現状を考慮した上で、今後目指すべき医療は

「地域完結型医療」である。地域完結型医療とは、各医療機関の役割分担の推進、連携の強

化によって地域を一つの大きな病院とみなし、治療過程を医療機関に分担させることで効率

的な医療の提供を図るというものである。 
医療連携による診療には切れ目ない医療の提供体制が求められるため、「地域完結型医療」

の確立にあたっては医療機関同士の連携の強化、地域や患者の理解が不可欠である。実際に

一部の病院では「地域完結型医療」を理念に掲げ、連携を推進しているが、第 3 章で述べ
てきたように、バックグラウンドの整備がまったくと言って良い程なされていないのが現状

である。 
それらの問題意識を踏まえ、地域完結型医療を達成するため、いかにして機能的でバラン

スの取れた医療連携体制を確立するのかという観点から政策提言を行う。 

第2節 提言:「地域医療包括評価」の構築 
 第 1節を受け、我々は各都道府県に向けて「地域医療包括評価」の構築を提言する。 
 都道府県を対象とした理由は、「地域完結型医療」の推進にあたって、各病院への必要な

情報の提供、各種の整備が不可欠であり、そのためには各地域の医療崩壊の現状を包括的に

把握することが必要だと考えたからである。当然ながら、市町村その他の自治体の協力は欠

かせないが、地域医療の再建には各都道府県が明確なイニシアチブを握らなければならな

い。 
 「地域医療包括評価」の趣旨は、都道府県が地域医療の現状を、機能面から包括的に評価

することで、今の地域医療に何が足りていないのか、また何が必要であるのかを明確にし、

地域完結型医療を構築するための基盤を創造するということである。 
 すなわち、包括評価にあたり、各都道府県が調査・把握すべき事象は以下の通りである。 
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(1) 公立病院だけでなく、民間病院、診療所を含め、あらゆる医療機関を対象とした各診療
科の配置状況 

(2) 各医療機関の診療科休止の実態 
(3) 民間病院を含め、医療機関が自発的に行っている医療連携の状況 
(4) 各自治体病院が担っている診療科の近隣の医療機関と重複の有無 
(5) 救急医療、周産期医療におけるたらいまわしの実態と原因究明, 
の 5項目(指標)である。 
(1)の診療科の配置状況について、各診療科の医療を都道府県内のどれだけの医療機関が
提供しているのかという情報を、医療機関の立地場所を踏まえて明確にすることが地域医療

の実態を把握する第一歩であると言える。 
(2)の診療科休止の実態について、診療科の休止に関するニュースはメディアを通して目
にする機会があるが、各都道府県においてどの診療科がどれだけ休止になったのかを知る機

会はない。県民の医療不信解消のためにも診療科休止の情報を把握、公開する必要がある。 
(3)の民間病院における医療連携について、自発的な医療連携の試み自体は非常に評価す
べきことである。しかし、先に述べた通り、包括的な視点を持たない医療連携では医療にお

ける無秩序を解決できない。効率的な医療連携推進のために都道府県が医療連携の状況を把

握し、民間病院、自治体病院の垣根を越えた医療連携に活用すべきである。 
(4)の診療科の重複について、自治体病院と民間病院、あるいは自治体病院同士の非効率
的な医療提供の是正のため、過度に狭い範囲において同じ診療科の医療が提供されていない

かを調査する必要がある。 
(5)のたらい回しの実態と原因究明について、都道府県ごとの救急患者、妊婦のたらい回
しの現状は「救急搬送における医療機関の受入状況等の実態調査の結果について(2008年 3
月における総務省の報道資料)」において都道府県毎の詳細なデータが記載されていること
から、都道府県はたらい回し状況を把握しているはずである。原因究明については困難を極

めることが予想されるが、都道府県がそれらのデータを独自に分析し、県民に公開しなけれ

ば、救急医療不安は解消されない。たらい回しの解消には県民の協力が不可欠であるため、

まず以ってたらい回しの現状を県民に広く知らせる必要がある。 
 これら 5 つの指標を元に、各都道府県が域内の医療を機能的側面から評価を行い、従来
の政府主導で行われてきた画一的な医療計画を見直し、都道府県が主体となって不足してい

る医療機能の改善を明確に打ち出した医療計画作りを進めなければならない。特に機能の麻

痺が深刻な救急医療の整備については早急に取り組むべきであり、救急を含め政策医療の推

進にあたっては、自治体病院の積極的な活用が望まれる。同時に自治体病院単体ではなく、

他の医療機関との関係を考慮した地域医療という枠組みの中での自治体病院の役割の再定

義を進める必要がある。その上で、都道府県のイニシアチブの下、包括的な視点からの医療

連携が推進されなければならない。 

第3節 透明な医療改革を目指して 
 地域医療包括評価の導入は、現在の不透明で財政再建重視の医療改革のあり方そのものを

変え、国民により透明で機能重視の医療改革をもたらすものであると確信している。 
我々の提言する「地域医療包括評価」が今日の医療改革に新たな視点を確立し、今後の医

療連携体制の基盤となることで医療崩壊を食い止め、地域医療の再建に繋がることを期待す

るものである。 
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